
陸上貨物運送事業の事業者の皆さまへ

重量物取扱いや運転業務による腰痛を予防しましょう

職場でこのようなことはありませんか？

腰痛予防対策のポイント

陸上貨物運送事業では、労働災害としての腰痛で、毎年500〜600人
もの方が４日以上休業しています。
年齢別では、40歳未満の方の被災率が⾼くなっています。
厚生労働省では、「職場における腰痛予防対策指針」
（以下「指針」）で、重量物取扱い作業などでの腰痛予防対策を
示していますので、指針に基づく組織的な腰痛予防のための取組み
をお願いします。

業 種 年 代 労働災害の例

道路貨物運送業 40代 搬入先での商品の仕分け作業で、中腰の姿勢で商品を持ち上げたところ、
腰を痛めた。（休業10日（⾒込み））

道路貨物運送業 60代
商品の積み込み作業で腰に違和感を感じていたが、休むほどの痛みでは
なかったので、そのまま⻑距離運転をしたところ、腰の痛みが増した。
（休業6か⽉（⾒込み））

陸上貨物取扱業 30代 荷下ろし作業で、商品をパレットに載せる際に荷物を持ったまま腰を
ひねったため、腰を痛めた。（休業7日（⾒込み））

陸上貨物取扱業 40代 営業所内で、配送用のワゴンを中腰の姿勢で引いたところ、腰を痛めた。
（休業14日（⾒込み））

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

＜労働衛⽣管理体制＞
職場で腰痛を予防するには、労働衛生管理体制を整備した上で、作業管理・作業環境管理・
健康管理の３つの管理と、労働衛生についての教育を総合的・継続的に⾏うことが重要です。

① 事業場のトップが､腰痛予防対策に取組む方針を表明し、衛生管理者、安全衛生推進者を
中⼼に対策実施組織を確⽴しましょう。

② 重量物取扱い作業などについて、作業姿勢、重量などの観点から、腰痛発生リスクを評価
しましょう。
※指針に「⾞両運転等の作業におけるアクション・チェックリスト（例）」がありますので、活用してください。

③ 腰痛発生リスクが⾼い作業から優先的に、リスクの回避・低減措置を検討し実施しましょう。
健康管理、教育にも取組みましょう。
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＜作業管理＞
常時⾏う重量物取扱い作業は、リフターや⾃動搬送装置の使用により⾃動化・省⼒化する。
コンベアや台⾞などで運搬したり、運搬しやすくなるようなフックや吸盤などを用いる。
取り扱う重量物の重量を制限する。常時人⼒のみにより取り扱う重量は、満18歳以上の男性
の場合、体重のおおむね40％以下、⼥性は24％以下とする。流通業では、10kg程度に設定
する例も⾒られる。
上の重量制限を超える場合は、⾝⻑差の少ない２人以上で作業を⾏わせる。
取り扱う重量物の重量が、あらかじめわかるように表示する。
できるだけ重量物に⾝体を近づけ、重⼼を低くするような姿勢をとるようにする。
床面から重量物を持ち上げる場合、⽚⾜を少し前に出し膝を曲げ、腰を⼗分に下ろして重量
物を抱え、膝を伸ばすことによって⽴ち上がるようにする。（図１）
大きな物や重量物を持っての移動距離を短くし、人⼒での階段昇降は避ける。
重量物を持ち上げるときは、呼吸を整え、腹圧を加えて⾏うようにする。（図２）
重量物を持った場合は、背を伸ばした状態での腰部のひねりを少なくなるようにする。
作業動作、作業姿勢、作業手順、作業時間などをまとめた作業標準を策定する。
労働者にとって過度の負担とならないように、単位時間内での取扱い量を設定する。
運転時間の管理を適切に⾏い、適宜、⼩休⽌・休息を取らせる。
⻑時間運転した後に重量物を取り扱う場合は、⼩休⽌・休息やストレッチングを⾏ってから
作業を⾏わせる。
作業靴は滑りにくく、クッション性があるものを使用させる。

＜作業環境管理＞
寒冷ばく露しないよう、衣服の着用や暖房設備によって保温対策を⾏う。
作業場所などで、⾜もとや周囲の安全が確認できるように適切な照度を保つ。
転倒、つまずきや滑りなどを防⽌するため、凹凸や段差がなく、滑りにくい床面とする。
運転する場合、⾞両の座席は、座面・背もたれ角度、腰と背中の⽀持が適当なものとする。
運転する場合、⾞両からの振動を減衰させる構造の座席とするか、クッションを用いる。

＜健康管理と労働衛⽣教育＞
腰痛予防健康診断（配置時、６か⽉以内ごとに１回）を⾏う。
ストレッチを中⼼とした腰痛予防体操を⾏わせる。（図３）
腰痛のリスクと原因、作業標準（作業姿勢など）、荷役機器・補助具の使用方法、
腰痛予防体操などについて、教育（配置時など）を⾏う。
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腰痛リスクの回避・低減対策 （チェックリスト）

ご不明な点などは、お近くの都道府県労働局または労働基準監督署へお問い合わせください。

腰痛予防指針 検 索「職場における腰痛予防対策指針」では、腰痛予防の取組みを紹介しています。

運送業務 腰痛予防 検 索運送業務を⾏う人のための腰痛予防のポイントとエクササイズ。

もっと詳しく!


